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別紙

指定電気通信設備との接続に係るコロケーションの手続き等に関する

郵政省令案に対する弊社の再意見

１．はじめに

今回、指定電気通信設備との接続に関する郵政省令案に対して、弊社が再意見を述べさせていただく機会をあたえていただきましたことに、感謝の意を表します。
接続事業者が東西ＮＴＴに要望しているにも関わらず、接続が円滑に進んでいない理由の大きな１つに協議事項が多すぎることが挙げられます。前回の意見書では、各接続事業者から手続きの手順や期間、費用の不透明さについて多くの意見がありました。これは、コロケーションに関する接続ルールがまだ明確になっていないことに起因するものだと思います。

今回の省令改正案により、手続きが明確化されることでＮＴＴ接続約款に具体的内容が盛り込まれることを強く期待します。また、接続の円滑化のためにも要望ができるだけ多く省令に反映していただけるようお願いいたします。なお、省令の施行に先立って、実施が可能なものは順次実施していただけることを要望いたします。
以下、弊社の再意見を述べさせていただきます。



２．再意見について

【１】情報開示について

（１）弊社の考え方

1 東西ＮＴＴの情報開示の状況

弊社の要望に対するこれまでの情報開示の状況や、東西ＮＴＴの意見にある「既にＰＯＩ調査に関する規定で情報開示に関する事項を接続約款で定めている」という内容については下記のとおりであり、東西ＮＴＴの接続約款では情報開示に関する手続きを明確に定めている条項は見当たらないため、東西ＮＴＴによる情報開示は極めて不十分であるのが現状だと認識しております。

このような状況であるにもかかわらず、東西ＮＴＴが現行の接続約款ですでに情報開示をしているという認識をしていること自体が、今回省令改正によって手続きのルール化が必要だということの裏付けになると考えております。
＜弊社の要望に対するこれまでの情報開示の状況＞

	　　　　情報
	要望日
	回答日
	回答内容

	東京23区内のＮＴＴ－ＧＣ局の住所
	2月10日
	2月10日
	· ＮＴＴ東が試験サービス提供している6局の住所については即回答あり

· その他についてはエリア拡大の方針が固まっていないため情報開示できないとの回答

	青山局のＤＳＬ設置場所及び他のフロアの利用状況について
	3月15日
	3月16日
	· 各ＭＤＦ室に近い場所は事務所や交換機室となっているという具体的なフロア利用状況とともに、空きスペースや拡張性から、青山局ではＭＤＦ室から離れた場所しか設置できないとの回答

	ＡＤＳＬサービスの事業展開に必要な情報（※１に列挙）
	3月30日
	3月30日
	· ＮＴＴ東が試験サービス提供している6局の住所、ＩＳＤＮ収容回線数、ＭＤＦ室とコロケーション設備設置場所の階数のみ回答

· 各局の収容回線数は平成11年末であれば時間はかかるが提示可能との回答

· その他の項目は回答なし

	東京都内87局の住所、収容局番、収容回線数（電話及びＩＳＤＮ）


	4月27日
	①4月28日

②5月29日

③6月2日
	1 別途対応するとの回答

2 目的外の使用禁止かつ守秘義務を条件に、住所と収容局番のみ回答あり（データに重複があったり、紙ベースでしか提供していただけなかった）

3 ②の電子化されたデータの提供あり

・その他の項目は回答なし

	ＭＤＦ室とコロケーション場所の位置（ＮＴＴと接続事業者のＤＳＬ設置場所の比較）
	4月27日
	4月28日
	· 具体的な設置場所の階数とともに、ＮＴＴの方が接続事業者よりコロケーション場所で優遇されているとは限らないとの回答




　　　　

※１　ＡＤＳＬの事業展開に必要な情報

ＡＤＳＬサービス開始前に必要なマクロ情報

· 各ＮＴＴ局舎の地理的配置

· 各ＮＴＴ局舎の収容加入回線数（又、アナログ回線とデジタル回線の比率）

· 各ＮＴＴ局舎のスペース及び電力等の情報

· ＡＤＳＬサービスが実施可能な各局舎の芯線数（光化されていない回線）

· 加入者回線の長さ、導線径、絶縁種類等の回線種類に関する情報

· 加入者回線の分岐（ブリッジタイプ）が残されている回線数とその線路状況

· 手ひねり接続された接続箇所がある加入者回線数とその線路状況

· 各局舎におけるＩＳＤＮ回線の敷設状況と今後の計画

· 光ファイバ化の現状及び今後の計画

ＡＤＳＬサービス事業展開にあたり加入者回線毎に必要なミクロ情報

· ＡＤＳＬサービスで利用する各回線の開通時の線路条件

· 同一／隣接カッドに収容されるサービスの状況（ＩＳＤＮやＡＤＳＬ以外のＤＳＬサービスなど）

＜ＮＴＴ接続約款での開示内容＞

	　　　　項目
	内容
	情報としての価値

	ビル名
	「新宿」

「大阪北」
	住所や収容局番等の情報がないため、これだけでは全く何の役にも立たない情報

コロケーション実績のあるビルのみ掲載

	料金
	土地と通信用建物についての保管料のみ
	東西ＮＴＴから請求される工事費や電気代などを含めたコロケーション費用全体と比較すれば極く一部


2 情報開示と相互接続点調査の違いについて

　情報開示と相互接続点調査とは目的が違うため、別の手続きで規定することが必要です。現行のＮＴＴ接続約款には「情報開示」の概念及び規定がなく、接続に必要な情報を接続事業者が入手できないことが大きな参入障壁となっております。接続事業者が要望したにもかかわらずビルの住所や収容局番等の基本的な情報でさえ提供を拒否されたという事実から、現行の方式では不十分であり、省令で情報開示の手続きを義務づける必要があると思います。したがって、情報開示では、情報の種類、詳細度や調査方法、調査にかかる期間がいずれも相互接続点調査とは異なるよう約款化されるものと理解しております。

	
	情報開示
	相互接続点調査

	目的
	接続事業者が接続を検討するのに必要な情報の提供
	接続可否判断（ＮＴＴ接続約款第16条第1項）

	対象
	東西ＮＴＴが提供する全エリアでの局名、局住所、収容局番、空きスペースなど接続に必要な情報
	具体的な接続の装置設置を前提とした空きスペース、床荷重、電源・空調等の周辺設備等のチェック（相互接続点が東西ＮＴＴの通信用建物内にある場合）


3 セキュリティの確保について

　開示していただきたい情報の種類については意見書にも述べましたが、これらを開示することにセキュリティの確保が問題になるようであれば、東西ＮＴＴから具体的に明示していただきたいと思います。そもそも、ＮＴＴ接続約款第47条では守秘義務が当事者間の責務となっており、セキュリティは十分に確保されていると理解しております。

4 情報開示の費用及び期間について

競争促進のための指定電気通信設備との相互接続であるため、接続は義務化されているものと理解しております。電気通信事業法第38の2条第11項にも「接続を円滑に行うために必要な情報の提供に努めなければならない」とあるように、接続に必要な情報提供も義務化されているものと理解しております。よって、情報開示にかかる費用は無料とすべきであり、情報開示にかかる期間についても、開示情報は事前に用意されているものであるから手続きすれば即時に開示されるよう義務化されるべきと思います。

（２）東西ＮＴＴの意見に対する弊社の意見

	東西ＮＴＴの意見
	それに対する弊社の意見

	弊社としては、既にＰＯＩ調査に関する規定で情報開示に関する事項を接続約款で定めているところであり、利用実績のある局舎についてはビル名と料金について当該約款上明示しているところであります。
	上述のとおり、約款には情報開示の手続きはなく、約款に掲載されている情報も極く一部の限定的なものでしかなく、約款以外でもこれまで接続事業者からの要望に対して行われてきた東西ＮＴＴの情報提供が極めて不十分であるという現状から、情報開示のルール化が必要と考えます。

情報開示と相互接続点調査は全く別の目的で行われるものであり、相互接続点調査とは別に手続きとして定めるべきだと考えます。

	情報開示については、セキュリティの確保及びコストとその負担の両面から検討することが必要と考えており、他事業者の要望を受けて個別に調査・回答する現行の方式が適当であると考えます。
	ご指摘のとおり、情報開示についてはセキュリティの確保とコスト負担の両面から検討することが必要です。しかしながら、要望した項目についてもそのほとんどが情報提供を拒否されるだけでなく、その拒否理由について明示がなく、また、情報開示の可否については東西ＮＴＴが一方的に判断しているという現状では、情報開示がセキュリティの確保やコストとその負担から検討されているとはいい難いと思います。

したがって、各事業者より列挙された開示してほしい具体的な項目それぞれについて、どんな調査が必要なのか、どれだけコスト及び期間がかかるのか、セキュリティ上どのような問題が発生するのかを具体的に提示いただいたうえで、事前に開示すべき情報かの判断、あるいはコスト負担も個別にすべきかあるいはアクセスチャージで回収すべきかの判断を郵政省もしくは審議会などの第三者によりなされるべきだと思います。

	なお、セキュリティ確保が比較的容易な局舎については利用可能状況をデータベース化し、他事業者からのアクセスする等の方式も技術的には可能でありますが、コロケーション実績のあるＮＴＴ地域のビルだけでも２，５００ビルにものぼり、これらのビルについて、空きスペースの確認のほか、床荷重、電力・空調等の周辺設備のチェック等を行い、かつそれらを日々メンテするためには相当のコストが必要であるとともに、実際コロケーションを行うためには、設置要望装置の条件に基づいた詳細検討を再度個別に行うことが必要となります。
	開示の項目によってはそのメンテナンスに相当のコストがかかることは理解しますが、すべての項目において相当のコストがかかるわけではないと考えます。前述したとおり、他事業者が要望する開示項目は具体的に列挙されているので、それぞれについて、既にデータベースとしてあり、東西ＮＴＴ内部でも用いているものと、今後データベース化するもの、データベース化しないで個別に調査するものとに分け、データベース化するならばどのような手順が必要でコストがどれぐらいかかるのか情報を具体的に提示いただいたうえで、それを実施するかどうかは第三者により判断いただくことが適切だと考えます。

また、情報開示と具体的な設置調査とは目的が異なるため、設置要望装置条件に基づいた個別検討が必要であることは理解しますが、情報開示が行われたうえでの個別調査は現状の調査より大幅にコスト削減・時間短縮がなされるものと理解しております。



	他方において、「見なし契約」採用事業者における「宛名情報」のような当該情報が各事業者にとって日常的かつ恒久的に必要となる、という性格のものではないことを考慮すると現行方式が望ましいと考えますが、他事業者においてコスト負担いただけるものであれば実施することもやぶさかではありません。
	接続事業者が要望しているのはコロケーションに関する設備等の情報開示であり、東西ＮＴＴの「見なし契約」での「宛名情報」のように顧客情報を対象としているのではありません。そもそも情報開示の議論に「見なし契約」を引用されることは理解できかねます。

また、接続に関する開示情報が「日常かつ恒久的に必要となる、という性格のものではない」という意見に対して、「指定気通信設備」の接続は義務であるため、接続事業者の要望に応えて常に提供すべきと思っております。接続のための情報が開示されるべきであることは、地域通信市場に競争を促進する観点から、自明のことと理解しています。したがって、情報開示は常に必要だと考えております。

独占事業者にとって、情報開示のインセンティブが働かないこともまた自明のことでありますので、情報開示実施の判断については郵政省等、中立的な第三者により下されるべきだと考えます。


（３）他接続事業者の意見について

	事業者名
	各事業者の意見
	弊社の意見

	ＤＳＬアクセス基盤協議会
	他事業者が接続に必要な装置を設置することを希望する全ての場所の情報開示
	賛成

	日本テレコム（株）

第二電電（株）

グローバルクロッシング

日本交信網（有）
	空きスペース情報等の事前の情報開示


	賛成

	東京通信ネットワーク（株）

ＤＳＬアクセス基盤協議会
	以下の情報について事前にホームページで情報開示

ビル名、所在地、収容エリア、収容局番、端子数、ＩＳＤＮ回線数、空きスペース及び階等など
	賛成

	ＫＤＤ（株）

グローバルクロッシング
	設置設備に対する条件、制限事項の明確化
	賛成

	ＫＤＤ（株）
	情報開示により相互接続点調査の期間の短縮化

（１ヶ月以内）
	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	申し込み時点で空きスペースがない場合でも経年装置の撤去等今後の計画を開示すべき
	賛成

	日本テレコム（株）
	情報開示は東西ＮＴＴの本社経由でなく各支店に直接問い合わせ可能とすること
	賛成


（４）郵政省令案について
弊社の前回の意見より「（開示する情報の内容、費用及びその根拠、期間等条件を含む）。」を追加して、省令案を「他事業者が接続に必要な装置の設置を要望する場所に関する情報の開示を他事業者が受ける手続き（開示する情報の内容、費用及びその根拠、期間等条件を含む）。情報開示の拒否する場合及び当該設置が不可能な場合は、その理由を他事業者が受ける手続き。（当該設置が不可能な場合は当該回答に関する確認のための立入りを含む。）」に変更していただきたいと思います。

【２】接続の可否判断及び接続を拒否された場合の立入りについて

（１）弊社の考え方

1 東西ＮＴＴの接続可否判断の状況

弊社が東西ＮＴＴから受け取った接続可否の回答は以下のとおりです。しかしながら、東西ＮＴＴが対応できる回線数が弊社の要望に満たないなどの場合、その内容を確認する手段がないのが現状です。したがって、東西ＮＴＴの局舎への立入り等による一定の歯止めが必要と思われます。

	回答結果
	「」内は「記事欄」に記載されている事項

	「可」
	要望とおりコロケーション可能

	「可※」
	「××回線対応可能、ＭＤＦ増設不可」

	「※」
	「スペース確保困難、検討中」


2 空きスペース・空き端子の確保の義務化と情報開示について

空きスペースやＭＤＦの空き端子数がなければ接続できないので、接続の義務としてこれらの設備は東西ＮＴＴのエリア全域において東西ＮＴＴ側で用意すべきであると考えます。また、空きスペース・空き端子の有無は設計図などで東西ＮＴＴで管理されているため簡単に確認できると思われます。したがって、これらの情報は現行の相互接続点調査の回答の一部としてではなく、事前に情報開示として行うべきであると考えます。

（２）東西ＮＴＴの意見に対する弊社の意見

	東西ＮＴＴの意見
	それに対する弊社の意見

	下記の理由により、接続に必要な装置の設置の可否に関する回答が「不可」であった場合における確認のための立入りを認めることは不適当と考えます。
	東西ＮＴＴが立入りを断る具体的な理由が述べられていないため、なぜ接続事業者に立入りされては困るのかが理解できかねます。

　複数の接続事業者が要望しているにも関わらず一方的に正当な理由もなく「立入りを認めることは不適当」とすることはやめていただきたいと思います。

　したがって、接続に必要な装置の設置の可否に関する回答が「不可」であった場合には、正当な理由とともに、例えば立入りのようにその理由を実証できるような確認の手続きが必要だと思います。

	○相互接続点調査の回答に際して「設置することができない場合」については、当社責任者の記名捺印のある書面によりその理由を付して通知することとしているところであり、信義誠実が大前提となる事業者間の協議や各種文書の提示において当社が事実に反する内容を意図的に示すことはあり得ません。したがって、「虚偽の内容を示されているのではないか」といった漠然として不信感を解消するために一方的な立入権を与えることは不適当であると考えております。
	立入りなど回答の内容を確認することによって事業者間の信義誠実が崩れるとは思えません。むしろ、そのような確認により信頼感が生まれると思います。



	　当社においては、他事業者の事業規模に関わらず債務保証を要求することなく接続要望に対応するための設備投資を行う、等相手方を信用・信頼して接続業務を行っているところであり、他事業者においても同様に当社への信頼を前提として対応を求めたいと考えております。
	そもそも接続が拒否された場合の立入りについて、「債務保証」などここまで拡大解釈し、信頼感に話が飛躍するのは理解できかねます。

リスク負担についてあえて言うならば、弊社の度重なる要望にも関わらず、概算費用の提示もないまま建設申し込みを行なわざるを得ない現状や、完成後ですらコロケーション費用の明細（工事の各工程ごとの費用）を提示していただけないような現状において、工事費用が妥当かどうか確認できずに工事費用を支払っている接続事業者の方がリスク負担となっていることは明らかです。
また、「接続要望に対応するための設備投資を行う」ことに関しましては、各接続事業者の負担分については建設請負契約で担保されており、接続が行われなかったとしても負担責任があるとＮＴＴ接続約款第67条ですでに規定されていると認識しています。

	○現時点において空きスペースであっても以下のような場合には利用ができません。

①今後予定されているＤ７０交換機から新ノードへの更改のように更改用スペースが必要である場合

②申込事業者以外の他事業者からの設置申込に基づいてスペースを保留している場合

③その他老朽化した局舎等、技術的・経済的にスペースを確保することが困難な場合

このような場合、他事業者が当社の押印された回答書面を信用しないで確認のための立入りが行われた場合には、このような空きスペースの扱いを巡り無用の議論を招くこととなり、問題の解決とはならないものと考えます。
	立入り等回答の確認を行うことが空きスペースについての無用の議論を招くことにならないと思います。

	○疑義が生じて当事者間での争いになった場合に、仮に検証が必要であれば、当事者間ではなく中立かつ公正な第三者がこれを行うことが現代社会で一般的に取り入れられている仕組みであると考えており、現行の郵政大臣による裁定手続きの緩用も含めた対応を行うべきものと考えます。
	立入り等の確認を行うことによって疑義を生じないようにさせようとしているのであって、確認もできないのに接続事業者と東西ＮＴＴとの間で協議を行えるとは思えません。したがって、まずは郵政省の裁定手続きを要するまでもなく、東西ＮＴＴは、接続事業者からの疑義や争いが生じないように、確認の手段を確立し、事業者間で協議するようにすべきだと考えます。

なお、争いになった場合は、郵政大臣の裁定手続きもやむを得ないと思っております。




（２）他接続事業者の意見について

	事業者名
	各事業者の意見
	弊社の意見

	グローバルクロッシング

筒井多圭志氏
	公平性の確保

· 場所、基準などについての不当な制限の禁止
	賛成

	日本交信網（有）

東京めたりっく通信（株）
	ＭＤＦ接続の場合はＭＤＦ室と同一フロアを要望
	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	コロケーション可能場所を確認するための事前立入り
	賛成


【３】自前工事又は保守について

（1） 他接続事業者の意見について

	事業者名
	各事業者の意見
	弊社の意見

	京セラコミュニケーションシステム（株）

日本テレコム（株）

東京通信ネットワーク（株）

日本交信網（有）
	自前工事の工事会社の選定は接続事業者が自由に行えること
	賛成

	日本テレコム（株）

第二電電（株）
	電源供給、電力設備、東西ＮＴＴ設備へのつなぎこみ工事等、工事の一部においては東西ＮＴＴへの委託も可能とすること
	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	申し込み手続きの簡素化、立入りの手続きの簡素化
	賛成

	京セラコミュニケーションシステム（株）

グローバルクロッシング

東京通信ネットワーク（株）

ＤＳＬアクセス基盤協議会
	ＮＴＴ指定業者以外の工事業者を事実上排除するような条件、制約、厳しすぎる条件、制約の禁止
	賛成

	ＫＤＤ（株）
	自前工事によって新たな費用が発生しないよう要望

新たな費用が発生するような場合には接続事業者の負担が合理的な水準となるよう設定すべき
	賛成

	日本テレコム（株）

グローバルクロッシング
	保守は迅速性、緊急性が求められるため、簡単な入室手続きを行うことで即日、２４時間対応可能とすること
	賛成

	グローバルクロッシング
	接続事業者の施設への立入りをエスコートなしで認めるべき


	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	予め立入りが認められない条件の明確化
	賛成


【４】東西ＮＴＴが工事又は保守を行う場合に接続事業者が立会いをすることについて

（1） 他接続事業者の意見について

	事業者名
	意見
	弊社の意見

	東京通信ネットワーク（株）
	立会い手続きは簡素なものに
	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	指定事業者に工事・保守を委託する場合とは切り離して随時、申し込み可能となるよう希望
	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	立会い申し込みは２～３日前までに行い、特別な理由がない限り立入り可能となるよう希望
	賛成


【５】標準期間の設定について

（１）弊社の考え方

　①標準期間の設定及び期間短縮について

東西ＮＴＴが現行のＮＴＴ接続約款で定めている期間は最長期間であり、回答がいたずらに長くなる恐れがあることから、最長期間ではなく、標準的期間を工程ごとに、内容ごとに定める必要があると思います。また、下記の表のように、これまでの東西ＮＴＴの回答までの期間約４～５．５ヶ月と実稼動期間（弊社推定）約１ヶ月とに３～４．５ヶ月もの大きな差があることから、期間についてはかなりの短縮化が可能と考えております。したがって、標準期間については内容を精査したうえで慎重に決めることが必要だと思います。

　＜弊社コロケーション工事の東西ＮＴＴの回答時間及び実稼動時間（弊社推定）＞

　　　回答時間は線で示す。

うち、（　　）内は実稼動時間。請求金額を作業単金で割るなどより推定














　　②工事の種類ごとの標準期間設定について

各事業者から出されている意見を踏まえ、コロケーションに関する代表的な工事の種類ごとに再度見直ししていただきたいと考えます。

　　＜代表的な工事＞

1 電源工事

2 ケーブリング工事（局内配線）

3 ＭＤＦ接続工事

4 クロック供給工事

5 立架工事

6 架内工事

（２）他接続事業者の意見について

	事業者名
	他事業者の意見
	弊社の意見

	日本テレコム（株）
	導入実績ありの場合の標準期間は短くすること


	賛成

ラック内の増設の場合など、工事の種類により期間短縮化を要望

同じ局舎の同じ形態でのコロケーションの場合、新規と増設で手続き及び期間について異なる要件を明確化し、さらなる期間短縮を要望

	日本テレコム（株）
	事前調査期間は相互接続点調査に含めること
	賛成

	日本テレコム（株）
	設置機器の事前審査の審査に必要な項目を事前に明確化し、審査の迅速化を図るべき
	賛成

事前審査に必要な項目だけでなく、事前審査や調査項目についても明確化し、期間の迅速化をはかるべき

	東京通信ネットワーク（株）
	工期は実施可否の回答時に概算工事日数の提示
	賛成


【６】コロケーション費用について
（１）他接続事業者の意見について

	事業者名
	意見
	弊社の意見

	日本テレコム（株）

ＤＳＬアクセス基盤協議会
	公平性を確保するためにも工事費・保守費の内訳及び算出根拠の明確化
	賛成

工程数ですら要望しても提示がないため、現行の接続約款の算定式は事実上意味がない

	タイタス・コミュニケーションズ

東京通信ネットワーク（株）
	工事・保守の作業項目、作業単金の適切価格化
	賛成

	グローバルクロッシング
	接続事業者が全ての費用を負担しなくてすむよう、ＮＴＴにスペースの準備、安全措置、他のコロケーションの費用を割り当てるよう義務化

・新規参入者が利用するスペースの量と全体のスペース調整費用を比較し費用分担するなど
	賛成

	東京通信ネットワーク（株）
	工事内容ごとの標準費用の設定


	賛成

	日本テレコム（株）
	コロケーションの具体的制限事項の明確化
	賛成

	日本テレコム（株）
	ＮＴＴコミュニケーションズとの同等性の確保
	賛成


【７】電柱等での指定電気通信設備との接続について
（１）他接続事業者の意見について

	事業者名
	意見
	弊社の意見

	第二電電（株）
	き線点で相互接続する場合が考えられるので、その場合の設置ルールについてはこの条項と同様な手続や情報開示が必要
	賛成


【８】施行日について
（１）東西ＮＴＴの意見に対する弊社の意見

	東西ＮＴＴの意見
	それに対する弊社の意見

	当社は、他事業者の要望や電気通信審議会の答申における要望の趣旨に鑑み、他事業者による自前工事・保守を可能とすべく、共同施工の試行的実施等を通じて接続約款に規定する手続き等やその他現実の運用に当たって必要な条件等を検討しているところです。

現在は試行的実施に応じていただいた他事業者と対象工事やその範囲について詰めを行っており、今月中にも契約を締結する予定である等、当社としても速やかな自前工事・保守の実現に努める考えです。

しかし、その試行的実施が本年１１月までかかると想定され、官僚するまでは上記の手続き・条件等の細部についての検証ができない等の事情があることから、改正省令が１０月１日から施行されたとしても、他事業者の評価も踏まえた接続約款の変更は困難であると考えております。
	自前工事・保守については、接続約款上禁止されていないにもかかわらず、協議事項になっているため、その実施に時間がかかります。したがって、今回の省令改正によってこれらの事項について手続きを明確化しようとするのが趣旨であるのに、制度化に時間がかかっていては省令改正の意味がありません。
自前工事については、平成12年3月に文書でお願いしましたところ、最初の回答をいただいたのは5月で、条件や試行実施のスケジュールをいただいたのは5月末です。現在にいたってもまだ契約の案さえいただいておりません。

また、東西ＮＴＴが自前工事を要望する各事業者を集めてオープンな形で検討をしているわけではないため、特に試行的実施の期間については東西ＮＴＴの独断的な判断といえます。自前工事の試行的実施が「本年１１月までかかると想定され」るということは、弊社が要望した３月より実に８ヶ月もかかっていることになり、到底「速やかな自前工事・保守の実現に努め」ているとは思えません。
自前工事・保守ほかについて実質的な実現が進んでいるのであれば、東西ＮＴＴ及び接続事業者にとって約款化するかどうかや約款化の時期は問題にならないはずでありますが、現状ではこのように「速やかな」実施となっていないため、今回の省令改正にあわせて約款化を急ぐ必要があると思われます。自前工事・保守に関しては、弊社を含め多数の接続事業者から要望が行われていることから、東西ＮＴＴの約款化に間に合うよう、むしろ自前工事・保守が前倒しとなるよう接続事業者としてぜひ協力させていただきたいと思います。

したがって、省令改正の施行日や約款化の延伸を主張する前に、自前工事や保守等の試行的実施をむしろ前倒しして積極的に進めるべきだと思います。

	仮に、上記の施行時期の時点で当社だけの判断による接続約款の変更を行ったとしても、現実の運用には問題が生じる可能性があり、むしろ円滑な接続の実現の支障となるおそれがあると考えます。

したがって、接続約款変更の準備が整うまでの間、すなわち施行的実施が完了して検討が終了すると見込まれる１２月まで、施行日を延伸するか又は接続約款変更の認可申請を猶予していただくことを希望するものです。
	　接続約款で自前工事・保守の規定を定めることが重要であり、現実の運用に問題が生じる可能性があるのは、他の条項でも同じことだと思います。

　円滑な接続の実現の最大の支障となっているのは、これまでの東西ＮＴＴの硬直的態度であり、この省令改正がなければ自前工事・保守、情報開示、標準期間の設定等省令改正案であげられているコロケーションの手続きに関する検討もなかったであろうことを考えますと、インセンティブなしに東西ＮＴＴが自らこのような事項を約款化するとはいい難いため、省令によるルール化にのっとって、省令の期間どおりに約款化されることが望ましいと思われます。


【９】その他について
（１）他接続事業者の意見について

	事業者名
	意見
	弊社の意見

	東京めたりっく通信（株）
	東西ＮＴＴが工事又は保守を行う場合、公平性の確保及びセキュリティの確保のためにＮＴＴ関連企業であり自らＡＤＳＬサービスを行うＮＴＴ－ＭＥへの工事委託は一切排除すべき
	賛成

	東京めたりっく通信（株）
	現在のＦＡＸでのやりとりを電子化
	賛成

	東京めたりっく通信（株）
	ＡＤＳＬ試験サービスの月額８００円の利用料金の根拠が不明確
	賛成

根拠を明確にしていただきたい。

このような根拠のない費用の徴収については利用者の利益に著しく反するため今後一切やめていただきたい。

	東京めたりっく通信（株）
	ＩＳＤＮを使っていたユーザーがＡＤＳＬにしたい場合、アナログ電話線への切り替えとＤＳＬ工事を同じ日に実施
	賛成

さらに、電話からＩＳＤＮへ変更する場合には番号ポータビリティが確保されているので同様にＩＳＤＮから電話への切り替えについても番号ポータビリティの確保を要望
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